


序     文 
 

 国際協力事業団は、フィリピン共和国政府の要請を受け、船舶検査能力向上に関する個別専門

家チーム派遣による技術協力を、平成12年９月から３年間にわたり実施してきました。当事業団

は、本チーム派遣協力の成果や協力の評価を行うとともに、今後の本事業のフォローアップの必

要性の検討や、今後の事業の進め方に資することを目的として、平成15年４月29日から同年５月

14日まで、当事業団専門技術嘱託 谷川 和男を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました

 本報告書は、同調査団による現地調査結果、並びにフィリピン共和国側政府関係者との協議結

果をまとめたものです。 

 この報告書が今後の協力の更なる発展のための指針となるとともに、本チーム派遣協力により

達成された成果が、フィリピン共和国の海上の安全性向上に寄与することを祈念してやみません。 

 本調査の実施に際し、ご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表し

ます。 

 

   平成15年７月 

 

国際協力事業団 
理事 隅田 栄亮 



評価調査結果要約表 
 
１．案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：船舶検査能力向上計画 

分野：運輸・交通 海運・船舶行政 援助形態：個別専門家チーム派遣協力 

所轄部署：アジア第一部東南アジア課 協力金額（評価時点）：約1.8億円 

先方関係機関：運輸通信省海事産業庁 

日本側協力機関：国土交通省 
協力期間 
 
 

ミニッツ：2000年９月22日 

協力期間：2000年９月22日～ 

     2003年９月21日 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

 フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）は7,000あまりの群島で構成され、

海運、水産業は国家の基盤を試す重要産業となっているが、近年の大型海難事故にみら

れるように、その船舶安全行政は十分に機能しているとはいえない。また、フィリピン

政府は、船舶に対する安全規制を強化する国際条約に批准しているものの、船舶検査に

係る体制の不備及び検査官の経験、知識、技能の不足から、国際条約に合致した国内体

制整備がなされていない。 

 以上のような背景から、フィリピン政府の要請に基づき、標記チーム派遣協力（以下、

「プロジェクト」と記す）が実施されるに至った。 

 

１－２ 協力内容 

 本協力は、船舶検査態勢の整備と船舶検査技術の向上を目的として、船舶検査ガイド

ラインの策定や、船舶検査担当職員の技術訓練を実施することで、フィリピンにおける

内航海運の安全性向上に貢献するものである。 

 (1) 上位目標 

 船舶検査の不備による海難事故が減少する。 

 (2) プロジェクト目標 

 海事産業庁（MARINA）に所属する船舶検査担当職員の船舶検査能力が向上する。 

 (3) 成 果 

   1) フィリピンに適した船舶検査・船舶安全ガイドラインが整備される。 

   2) 船舶検査記録システムが整備される。 

   3) 船舶検査能力向上に資する教材が整備される。 

   4) 船舶検査技術に係る訓練コースが整備される。 

 (4) 投 入（評価時点） 

   日本側： 

    長期専門家派遣     ２名 機材供与       約0.4億円 

    短期専門家派遣     13名 研修員受入れ     ５名  

   相手国側： 

    カウンターパート配置  10名 土地・施設提供 

    ローカルコスト負担（プロジェクト運営費） 4.9百万ペソ（１ペソ約2.4円） 

    （給与及び福利厚生などは海上安全部全体予算に含まれる） 



２．評価調査団の概要 

調査者 （担当）    （氏名）   （所属） 

総括／団長   谷川 和男  国際協力事業団専門技術嘱託 

船舶検査技術  澤山 健一  国土交通省海事局検査測度課登録測度室室長 

評価企画    辻  研介  国際協力事業団アジア第一部東南アジア課 

評価調査    中尾 健一  財団法人海外造船協力センター 

調査期間 2003年４月29日～2003年５月14日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 訓練コースを受講した船舶検査担当官の試験成績を基に評価したところ、おおむね「自

らが船舶検査を行うことのできるレベル（C「Very Good」レベル）」を修めており、本プ

ロジェクトを通してMARINA船舶検査担当官は、独自に船舶検査を行うために十分な知

識・技術を習得していると判断される。また、プロジェクトはおおむね当初計画どおり

に適正に活動が行われているが、今後は船舶検査（VSIS）マニュアルなど継続中の活動を

プロジェクト期間内に終えることが求められる。上位目標の達成のためには、本プロジ

ェクトが部分的に貢献すると考えられるものの、本プロジェクトの取り組み以外にもマ

ニュアルの制度定着や関係機関と連携した厳格な船舶検査の実施など様々な取り組みが

必要であり、海難事故の減少には数年間の継続的な取り組みを要する。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 (1) 妥当性 

 「フィリピン中期開発計画（2001～2004年）」第６章で海上安全が重点課題としてあ

げられており、本プロジェクトはこうしたフィリピンの国家的目標を実現するための

方策として、その意義及び妥当性は高い。我が国の対フィリピン援助についても持続

的成長のためのインフラ整備、適正な運輸交通発展は重点課題の１つとしてあげられ

ており、同じ島嶼国として海上交通の発展を達成させてきた我が国が協力を行う意義

は高い。 

 (2) 有効性 

 訓練コースの受講者は、試験においておおむね自らが船舶検査を行うことのできる

レベルの成績を修めており、かつアンケート調査結果からも受講者の74％が高い理解

度を示していることが判明したため、プロジェクトは有効であったといえる。 

 (3) 効率性 

 船舶検査に必要な知識及び技術を体系的、かつ網羅的に移転することを予定してい

たが、これを２名の長期専門家、及び延べ13名の短期専門家により効率的に行うこと

ができた。これら専門家の投入を含み、カウンターパート研修の受入れ、機材の投入

等は適正な時期に行われ、当初計画どおりの成果がおおむね達成されている。特に機

材投入は、当初予定を前倒ししたことにより実施できたものもあり、プロジェクトの

一層の円滑な実施に貢献した。 

 (4) インパクト 

 フィリピンの統計資料によれば、近年の海難事故年平均発生件数は1990年半ばのそ



れよりも減少している。浸水・沈没・転覆の割合が多いフィリピンの海難事故の特徴

を勘案すれば、本プロジェクトを通した船舶検査技術の向上は、海難事故減少の一助

になっていると期待される。しかしながら、真に海難事故の減少を達成するためには、

船舶安全に関する政策・政令の施行、関係機関を巻き込んだ厳格な船舶検査の徹底等

の課題が依然残っており、プロジェクト後も継続的な努力が必要となる。 

 (5) 自立発展性 

 フィリピンにおいて船舶検査を通した海洋上の安全性向上に係る政策的な重要性に

変更はないと期待されるものの、プロジェクトの成果を真に定着させるためには、船

舶検査業務の一部を代行しているフィリピン沿岸警備隊（PCG）との連携が不可欠であ

る。また、今後も教材の更新や訓練コースの実施、船舶検査記録システムの維持管理

に係る経費確保は不可欠である。 

 プロジェクトにより、船舶検査を行うための基礎的な知識・技術は習得されたが、

実際の検査を通じた経験は十分ではなく、今後は実務を通した応用能力の向上が求め

られる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 (1) 計画内容に関すること 

 MARINAは船舶検査をはじめとする海上安全に取り組む実施機関として、予算配当及

び人員配置を含め、プロジェクトに積極的である。2003年度以降のMARINA中期計画で

も優先課題としてあげており、今後も船舶検査を通した海上安全への積極的な取り組

みが期待できる。 

 (2) 実施プロセスに関すること 

 プロジェクト運営にあたり、MARINA側はCore Project Management Groupを設置し、

プロジェクトの円滑な運営に努めた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 (1) 計画内容に関すること 

 プロジェクト上位目標の設定がやや高いレベルであり、達成のためには数年間にわ

たる数多くの課題解決に向けた取り組みが必要である。 

 (2) 実施プロセスに関すること 

 大きな問題とはならなかったものの、カウンターパートがプロジェクトの専従では

なかったため、プロジェクト外の公務に時間をとられる場面があった。 

 

３－５ 結 論 

 活動は当初計画どおり行われており、訓練コースの受講を通じて、船舶検査担当官の

知識・技術は自らが船舶検査を行うために求められる水準に達しており、プロジェクト

目標の達成が可能である。一方、インパクト及び自立発展性の観点からプロジェクトの

成果を定着させフィリピンで適正な船舶検査行政がなされるためには、マニュアルの制

度定着や関係機関と連携した厳格な船舶検査実施などプロジェクト後の継続的な努力が

必要である。 



３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 (1) プロジェクト終了までの活動について 

 VSISマニュアルは、評価時点で整備中であり、終了までのドラフト完成が求められ

るものであり、日本人専門家の助言を得つつ、MARINAが主体的に取り組むべきである。 

 (2) プロジェクト後の追加協力について 

 プロジェクト後の協力について双方で協議した結果、VSISマニュアルに基づく船舶

検査の実施徹底や、関連機関を巻き込んだ訓練コースの実施等の課題に焦点をあてた

協力の必要性について双方で理解され、調査団として日本側関係者にその必要性を申

し伝えることとした。 

 (3) 海事関係機関との連携 

 フィリピンにおける実効性のある船舶検査を行うためには、船舶検査業務の一部を

委任しているPCGをはじめとする海事関係機関との連携は不可欠であり、MARINAがリ

ーダーシップを発揮し積極的に取り組む必要がある。 

 (4) 予算の確保 

 プロジェクトの成果を維持・定着させるためにも予算の確保は不可欠である。 

 また、最近のフィリピン政府の深刻な財政状況を勘案し、今後協力案件を形成する

場合は、ローカルコストを最小化するような工夫を講じることが推奨される。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、

実施、運営管理に参考となる事柄） 

 (1) 上位目標の設定 

 本プロジェクトの上位目標がやや高い設定であったことの反省を踏まえ、今後同様

のプロジェクトを実施するときは、開始時に日本側及びカウンターパート側双方で

PCM手法に対する理解を十分深めたうえで適正な目標を設定することが求められる。 

 (2) 短期専門家の投入方法 

 日本側は船舶検査システムの整備において、同じ短期専門家を複数回にわたり派遣

することで、現地での継続的かつ効率的な技術移転に寄与した。 

 (3) プロジェクトにおける専任従事者の選定 

 プロジェクトをより円滑に、かつ効率的に行うためにはカウンターパートが専任し

てプロジェクトに従事することが期待される。 

 (4) 短期専門家投入時の準備期間確保 

 プロジェクトにおいて、短期専門家の人選に時間がかかり、派遣までの十分な時間

が確保できず短期専門家に負担がかかる状況が生じた。限られた時間で効率的な技術

移転を行うためにも、短期専門家の早期人選と準備期間の確保が求められる。 
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第１章 終了時評価調査団の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 2000年９月22日から３年間の予定で実施されてきた個別専門家チーム派遣協力「船舶検査能力

向上計画」（以下、「プロジェクト」と記す）は、2003年９月21日に終了となる。 

 このためJICAは、これまで実施してきた協力の実績を把握・整理し、それを評価することにより、

今後のフィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）側の実施方法の改善や、日本側の協力の

あり方に資することを目的として、JICA事業評価ガイドラインに基づき2003年４月29日から同年

５月14日まで終了時評価調査団を派遣した。 

 

１－２ 調査団の構成  

担 当 氏 名 所 属 
総括／団長 谷川 和男 国際協力事業団専門技術嘱託 
船舶検査技術 澤山 健一 国土交通省海事局検査測度課登録測度室室長 
評価企画 辻  研介 国際協力事業団アジア第一部東南アジア課 
評価調査 中尾 健一 財団法人海外造船協力センター 

 

１－３ 調査日程 

 2003年４月29日～５月14日 

日順 月日(曜) 行  程 宿泊 
１ ４/29（火） 中尾団員 移動（成田→マニラ JL741） 

15:30 JICA事務所打合せ 
マニラ 

２ 30（水）  9:00 プロジェクト専門家との打合せ 
アンケート調査票回収、PDME・評価設問に基づく情報収集 

同上 

３ ５/１（木） PDME・評価設問に基づく情報収集 同上 

４ ２（金） PDME・評価設問に基づく情報収集 同上 

５ ３（土） 調査票分析・結果取りまとめ 同上 

６ ４（日） アンケート調査結果報告・評価素案作成 同上 

７ ５（月） PDME・評価設問に基づく情報収集 同上 

８ ６（火） AM 中尾団員：PDME・評価設問に基づく情報収集 
その他団員 移動（成田→マニラ） 
16:30 JICA事務所打合せ（全団員） 

同上 

９ ７（水）  9:00 NEDA表敬 
11:00 日本大使館表敬 
14:00 MARINA表敬 
15:30 MARINA Core Project Members及びカウンターパートとの協議 
   ＊投入・活動の進捗及び達成度に関する確認 
17:00 日本人専門家との打合せ 

同上 

10 ８（木）  9:30 DOTC表敬 
13:00 MARINA Project Steering Committeeとの協議 

同上 

11 ９（金） 10:00 MARINA Project Teamとの協議 
   ＊ミニッツ案に基づく協議 

同上 



－2－

12 10（土） ミニッツ案取りまとめ／報告書作成 同上 

13 11（日） ミニッツ案取りまとめ／報告書作成 同上 

14 12（月）  9:30 MARINA Project Steering Committeeとの協議 
   ＊ミニッツ案の確認 
13:30 合同調整委員会（日本大使館／JICA事務所／フィリピン側関係機関） 
   ＊評価結果総括・確認 

同上 

15 13（火）  9:30 MARINAとの協議 
   ＊ミニッツ案の確認、ミニッツ締結 
11:00 日本大使館報告 
17:00 JICA事務所報告 

同上 

16 14（水） 移動（マニラ→成田 JL742） 同上 

 

１－４ プロジェクトの概要 

 (1) プロジェクト実施の経緯 

 フィリピンは7,000あまりの群島で構成され、海運、水産業は国家の基盤を為す重要産業

となっている。しかし、その主役である船舶に対する海上安全行政は近年の大型海難事故に

みられるように、十分に機能しているとはいえない。また、現在国際海事機関（IMO）の主

導により、大規模な事故による地球規模の環境破壊を防ぐ目的で船舶に対する安全規制が強

化され、各国政府に対し関連する条約の批准と履行が求められているが、フィリピンはこれ

ら条約に批准しているにもかかわらず、検査態勢の不備及び検査官の経験、知識、技能の不

足から、国際条約に合致した国内体制整備がなされていない。 

 以上のような背景から、フィリピンにおける船舶検査態勢の整備と検査技術の向上を目的

として本件が要請された（プロジェクト方式技術協力案件として要請）。 

 この要請を受けて、我が国は1997年３月に事前調査、1998年11月に短期調査を実施し、フ

ィリピン側と協力内容に関して協議を行った。そのあと、本邦にてプロジェクト方式技術協

力を行うことの妥当性について長期にわたる議論が行われたが、結果的に1999年８月になっ

て個別専門家チーム派遣にて対応するとの結論に至った。 

 この結論を受けて、JICAフィリピン事務所は、フィリピン側関係機関に対して個別専門家

チーム派遣への変更の説明を行うとともに、働きかけを行ったところ、2000年４月に正式な

要請があり、2000年５月下旬には２名の長期専門家（船舶検査制度指導、船舶検査技術指導）

が日本から派遣された。そのあと、本邦関係者（外務省、JICA）、JICAフィリピン事務所と

フィリピン側との間で、個別専門家チーム派遣協力開始に係る協議を通して2000年９月22日

にミニッツの合意、署名を行い、同日よりプロジェクトが開始されることとなった。 

 

 (2) プロジェクトの当初計画 

 付属資料１の当初プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMo）を参照。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価用PDM（PDME） 

 本プロジェクトにおいて、これまでに作成されたPDMは、プロジェクト開始当時に作成された

「当初PDM（PDMo）」のみであった。プロジェクトが、ほぼPDMoに沿って実施されており、特

にPDMの修正の必要がなかったためである。したがって、今回の評価調査の実施にあたっては、

PDMoを基に評価用PDM（PDME）をドラフト作成し、現地の専門家、フィリピン側カウンターパ

ートの主要なメンバーの合意を得てPDMEを完成させた。 

 PDME作成にあたっては、プロジェクトに求められる目標や成果をより具体的に評価すること

ができるよう、要請書や事前調査団報告書、ミニッツ等をレビューし、そのなかで述べられてい

る数値目標、期間、指標等の必要とされる情報を盛り込むと同時に、業務実施計画書、専門家に

より作成されたプロジェクト実施の記録等を検討して作成した。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 (1) 国内分析調査 

 国内において事前に以下の資料、及び長期専門家が作成した記録・資料・情報を収集し、

それらのレビューを行い、プロジェクトの活動に関する分析を行った。 

   1) フィリピン側の要請書 

   2) 事前調査報告書 

   3) 短期調査団報告 

   4) 当初の合意文書（ミニッツ）（2000年９月22日） 

   5) 当初作成のPDMo 

   6) 専門家派遣、カウンターパート研修員受入れ、機材供与状況 

   7) プロジェクト及び海事産業庁（Maritime Industry Authority：MARINA）組織図 

   8) フィリピン中期開発計画（2001～2004年） 

   9) MARINA年次報告書（2001～2003年） 

  10) プロジェクト進捗報告書（四半期報告書） 

  11) 短期専門家業務完了報告書 

 

 (2)  現地調査 

 プロジェクト開始から終了までの日本側・フィリピン側のプロジェクトの活動状況に関し

て、調査団は以下の点について現地調査を実施し、プロジェクト目標等の達成度の検討と評

価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に係る評価を行った。 
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   1) 先方の受入体制 

   2) 関連機関の協力体制 

   3) 日本・フィリピン双方による投入実績 

   4) 技術移転状況 

   5) 作成済み研修教材の現況 

   6) 船舶検査マニュアルの現況と改訂・施行プロセス 

   7) 目標達成の促進要因と阻害要因 

   8) 教訓及び提言 

 現地において、長期専門家、カウンターパート、MARINAにおける本プロジェクトに係る

Steering Committee Member、運輸通信省（Department of Transportation and Communications：

DOTC）担当部署、国家経済開発庁（National Economic Development Authority：NEDA）援助窓

口に対する聞き取り調査結果、質問書による調査結果も踏まえ、最終調査結果を取りまとめた。 

 

 (3) 情報・データ収集方法 

 本調査において、資料・データは以下の方法により収集した。 

   1) 現地の長期専門家から事前に提供されたプロジェクトの記録 

 フィリピン側体制、日本・フィリピン両国の投入実績、フィリピン政策及びフィリピン

における海上安全政策、プロジェクトによる達成度自己評価等は長期専門家が取りまとめ

現地調査出発前に入手した。 

   2) NEDA、DOTC、Steering Committee、カウンターパート、長期専門家に対する聞き取り調査 

 プロジェクト及びプロジェクトに関連する分野に対する政策優先度、プロジェクトの達

成度及び評価５項目に関連する実績と未達成部分に関する聞き取り、今回の協力終了後の

方針、プロジェクト促進及び阻害要因、プロジェクト実施に関する問題点等について聞き

取りを行った。 

   3) 現地における質問書による調査結果の分析 

 NEDA、DOTC、MARINA、カウンターパート、長期専門家を対象とした質問書への回答

は現地調査において回収し、プロジェクトの効果等についての分析を行った。 

   4) MARINAにおける資料収集 

 フィリピン海事産業に係る関連省令、MARINA中期計画（MARINA Integrated Plan、2003

～2004年）、船舶検査マニュアル、プロジェクト後の追加協力に係るプロポーザル等を現

地調査にて入手した。 

 なお、資料・情報収集においては、現地専門家とフィリピン側関係者全員の積極的な協力

を得ることができた。そのため、調査上の制約、制限は特になかった。 
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第３章 調査結果 
 

３－１ プロジェクトの実績 

 本プロジェクトは、「MARINAに所属する船舶検査担当職員の船舶検査能力が向上すること」を

目標としている。したがって、達成度の評価は、MARINAにおける船舶検査担当官が独自に船舶

検査を行うために必要十分な知識・技術をどれほど習得しているかを、訓練コースにおける試験

結果を評価することで行った。 

 その結果、訓練コースにおける受講者の試験成績を基に、本プロジェクトで作成中の研修評価

制度に照らし評価したところ、おおむね「自らが船舶検査を行うことのできるレベル（C「Very 

Good」レベル）」の成績を修めており、フィリピン側カウンターパート及び船舶検査担当官は、

十分な知識及び技術を習得していると判断される。 

 個々の成果に関しては、船舶検査ガイドライン〔改訂VSIS（Vessel Safety Inspection System）マ

ニュアル〕の整備、船舶検査データベースシステムの整備、研修教材の作成、訓練コースの実施

のいずれも当初計画どおりの実績をあげており、プロジェクト期間中の成果達成が期待される。

今後は、これまでの活動で最新の国際ルールを反映したVSISマニュアル案について、フィリピン

側ワーキンググループが中心となって、更にフィリピン国内事情を反映したものにすること、及

び船舶検査データベースシステムのうち、まだプログラム作成が行われていない海難事故データ

ベースの整備をプロジェクト終了までに完了することが求められる。 

 一方、「船舶検査の不備による海難事故が減少する」という上位目標の達成のためには、本プロ

ジェクトの成果により部分的に貢献すると考えられるものの、VSISマニュアルの制度定着や当該

マニュアルに基づく厳格な船舶検査の実施、関係機関との連携など、本プロジェクトの成果を定

着させ、かつ種々の課題について継続的な取り組みが必要であると考えられ、上位目標の達成に

は今後数年間を要する（詳細は別添資料１.「実績表」を参照）。 

 

３－２ プロジェクトの実施プロセス 

 プロジェクトの進捗については、訓練コースの実施場所の直前の変更など軽微な問題はあった

ものの、訓練コースの実施や機材投入などおおむね当初計画どおりに適正に活動が行われている。 

 2003年９月のプロジェクト終了時までに、VSISマニュアルのドラフト完成や船舶検査記録シス

テムの海難事故データベース部分の完成など、残っている活動を計画的に終えることが求められ

る。 

 プロジェクトの実施にあたっては、プロジェクトマネージャー及びCore Project Management 

Groupと適宜連絡・調整を行い、プロジェクトのモニタリングを行うとともに、長期専門家も地

方出張の折、プロジェクトに対する要望を聞き集めるなど、ニーズにあった適切なプロジェクト
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運営に努めている。プロジェクトマネージャーは人事異動により２度交代したが、引き継ぎ等は

スムーズに行われ、プロジェクトの進捗に支障はなかった。 

 基本方針や計画の策定については、Core Project Management Groupと専門家による会議で討議

して決定しており、また、研修開催の準備等でカウンターパートは主体的かつ積極的に取り組ん

でいる。急な公務等でプロジェクト外の活動が優先される場合もあったが、カウンターパートと

のプロジェクトに対する主体性、積極性はおおむね問題ない（詳細は別添資料２.「実施プロセス」

及び別添資料３.「活動計画・実績表」を参照）。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目の評価結果 

 （詳細は別添資料４.「評価５項目に基づく評価結果」を参照） 

 ４－１－１ 妥当性 

 フィリピン政府は中期開発計画の第６章「インフラ開発推進」の運輸部門・海上交通に海運

の更なる発展が重点開発課題としてあげている。また、プロジェクトのカウンターパート機関

となるMARINAは大統領令により、海事産業の振興と発展及び海事産業の規制と監督を行う機

関として定められており、船舶検査業務の一部をフィリピン沿岸警備隊（Philippine Coast 

Guard：PCG）に委託しているものの、船舶検査の最終的な責任機関として、その役割を担って

いる。加えて、MARINAでは、安全な海上交通のために船舶安全を重点課題の１つとしてあげ

ており、船舶検査の体制強化はMARINA内の優先課題となっている。島嶼国のフィリピンにと

って、安全な船舶の供給による海運・水産の活動の発展は、20万人以上にのぼる船員、船会社

職員、漁船員、水産業者、及び約４万人の造船・修繕業関係者に便益を及ぼすだけでなく、海

上交通を重要な交通・輸送手段として、利用する8,000万人のフィリピン国民にとって必要不可

欠である。本プロジェクトは、MARINAに対する協力を通して海洋上の安全性向上に寄与する

ものであり、フィリピンの国家的目標を実現するための方策として、その意義及び妥当性は高

い。 

 また、我が国の対フィリピン援助における重点課題の１つとして「持続的成長のための経済

体質の強化及び成長制約要因の克服」があげられており、船舶検査能力の強化を通した海上交

通の安全性向上は、フィリピンにおける適正な交通発展に寄与するものである。加えて、同じ

島嶼国として海上交通の発展を達成してきた我が国が、同国に対し、その高い技術力の移転を

行う意義は大きい。 

 

 ４－１－２ 有効性 

 本プロジェクトは、「MARINAに所属する船舶検査担当職員の船舶検査能力が向上すること」

を目標としている。訓練コースでの座学やOJTを通して訓練を実施し、受講者となったフィリ

ピン側カウンターパート及び船舶検査担当官に対する試験成績を基に、本プロジェクトで作成

中の研修評価制度に照らし評価したところ、おおむね「自らが船舶検査を行うことのできるレ

ベル（C「Very Good」レベル）」の成績を修めていることが判明した。また、同様にアンケー

ト結果においても、受講者の74％から訓練はおおむね理解されたとの回答があった。その結果、

フィリピン側カウンターパート及び船舶検査担当官は、十分な知識及び技術を習得していると

判断され、プロジェクトは有効であったといえる。 
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 個々の成果について、VSISマニュアル、教材作成、訓練コースの実施は順調に進められ、当

初計画時に期待していたとおりの成果を達成あるいは達成する見込みにある。これら３つの活

動は密接に関連しており、最終的に船舶検査官自らが船舶検査を適正に行えることを目標に定

め、各活動を整合的に進めたため、訓練コース等を通して得た船舶検査に必要な知識・技術を

実際の船舶検査現場において、マニュアルに基づき適正に実施することを可能にしている。 

 また、残りの活動である船舶検査データベースも現在整備中であり、プロジェクト終了時ま

でに登録船の要目、船舶検査証書、船舶復原性、海難事故のデータベースプログラムが整備さ

れる見込みである。このデータベースを活用することで、今後の実際の船舶検査時における効

率的な運営・実施に寄与することができる。 

 

 ４－１－３ 効率性 

 本プロジェクトでは、知識・技術の移転として、船体や機関等の船舶検査技術から船舶安全

管理に至るまで、船舶検査に必要な科目のコースが体系的かつ網羅的に実施された。これらを、

２名の長期専門家及び延べ13名の短期専門家が座学講師とOJTインストラクター両方を務める

ことで、船舶検査に不可欠であり、かつ最近の国際条約等の情勢を反映した最新の情報を効率

よく伝達することができた。 

 また、MARINAにおける職員定着は安定しており、活動を通した効果の発現及び継続が期待

できる。プロジェクトマネージャーが２回異動で交代したが、すぐに新しいマネージャーが配

置され、引き継ぎも円滑に行われたため、プロジェクト実施上の問題は生じなかった。 

 短期専門家の投入、カウンターパート研修の受入れ、機材など投入はおおむね当初計画どお

り適正なタイミングに行われ、当初計画どおりの成果がおおむね達成されており、総じて効率

性は高い。特に船舶検査データベースシステムの短期専門家については、一定間隔を置きなが

ら同じ専門家が派遣されたため、段階的な技術移転を効率的に行うことができた。機材につい

ては、データベースシステムや「Stability Master」など当初予定より早く納入されたものもあ

り、プロジェクトの一層の円滑な実施に貢献することができた。 

 ただし、軽微ながらも今後の改善が求められる事項として以下の課題があげられる。 

  (1) フィリピン側カウンターパートが専任ではなかったため、本プロジェクト外の業務で忙

しく、専門家となかなか連絡や協議ができないなどタイムリーかつ効率的な情報共有や協

議の時間確保にやや苦労する場面があった。 

  (2) 本邦から派遣される短期専門家の人選の遅れにより、人選決定から派遣まで十分な準備

時間が確保されなかったため、研修資料の作成などその準備を短時間で行う必要があり、

短期専門家に負担がかかった。 
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　４－１－４　インパクト

　フィリピンの統計資料によれば、1990年から1995年の海難事故は年平均約220件となって

いる。一方、プロジェクト期間中である2000年から2002年の年平均は約170件となっている。

人命の喪失に関しても、同様に年平均350人であったものが、約110人にまで減少している。

　フィリピンにおける海難事故の発生原因として、復原性の不足を含む規則違反の建造・

改造から起こる浸水・沈没・転覆によるものが海難事故全体の半数以上を占めている現状

を考えれば、本プロジェクトを通しての復原性の検査を中心とした船舶検査技術の向上は、

上位目標達成の一助となることが期待される。

　また改訂されたVSISマニュアルに基づく船舶検査の実施徹底を通して、造船業者や海運

業者に安全な船舶のみを航行させることにつながり、フィリピンの安全な海上交通が促さ

れることも期待される。

　しかしながら、本プロジェクトを通したMARINAの船舶検査能力向上は、フィリピンに

おける海難事故の十分条件ではなく、VSISマニュアルを含む政府の船舶安全に関する政策・

政令の施行、PCGなど関係機関との有機的連携に基づく船舶安全検査官の厳正な検査業務執

行、船舶運行者の安全管理に対する理解と法の遵守、造船技術の向上等が総合的に機能す

ることによって初めて真に安全な海上交通が実現するものである。「船舶検査の不備による

海難事故が減少する」という上位目標達成のためには、プロジェクト後も継続的な努力が

必要となる。

　４－１－５　自立発展性

　　(1) 制度面

　フィリピン政府は中期開発計画に基づく重要な課題の１つとして海洋上の安全性向上を

あげており、その課題解決に向けた取り組みの一環として、本プロジェクトを実施してき

たが、フィリピンの海上交通は人流及び物流面において非常に重要であるため、今後も政

策的な重要性に変更がないと期待される。また、MARINA内の船舶検査官の定着率も高く、

本プロジェクトにより移転された技術は、カウンターパート機関内に蓄積されていくもの

と期待される。ただし、本プロジェクトの成果を真に定着させるためには、船舶検査業務

の一部を代行しているPCGなど海運に関係する機関との連係など、実効性のある船舶検査が

できる体制づくりを更に強化する必要がある。

　　(2) 予算面

　フィリピン政府の財政状況の悪化を受けて、MARINAでも予算的に厳しい状況にあった。

MARINA全体の予算を工面することで、本プロジェクトにおける深刻な予算上の問題は生

じなかったものの、プロジェクト成果を継続させるために教材の更新、訓練コースの実施、
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船舶検査記録システムの維持・活用のための今後の経費確保は不可欠である。

　　(3) 技術面

　訓練コースの受講を通して、船舶検査を行うために必要な知識や技術は習得されており、

MARINA自身が訓練コースを実施していくのに必要な基礎的能力も備わっている。しかし

ながら船舶検査官の実際の検査を通じた経験は十分とはいえず、今後は実務を通した経験

の積み重ねによる応用能力の向上が求められる。また、整備された船舶検査記録システム

について、プログラムを利用し維持する能力は備わっているものの、検査証書、復原性及

び海難事故のデータ入力作業がこれから必要であり、当該システムを船舶検査実務を通し

て有効に活用していく体制づくりも今後の課題として残っている。

４－２　結　論

　VSISマニュアルのドラフト作成、船舶検査記録システムの整備、教材の作成、訓練コー

スの整備は当初計画どおり行われており、プロジェクト期間中の達成が見込まれる。また、

訓練コースの受講を通じて、船舶検査担当官の知識・技術は自らが船舶検査を行うために

求められる水準に達しており、プロジェクト目標の達成が可能である。

　一方、インパクト及び自立発展性の観点から、フィリピンにおいて本プロジェクトの成

果を真に定着させ、適正な船舶検査行政を通じてフィリピンにおける海難事故の減少を達

成するためには、VSISマニュアルの制度定着や当該マニュアルに基づく関係機関を巻き込

んだ厳格な船舶検査の実施、データ入力を含む船舶検査記録システムの維持活用など、プ

ロジェクト後の継続的な努力が必要である。
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第５章　提言と教訓

５－１　提　言

　(1) プロジェクト終了までの活動について

　本終了時評価調査にあたり、PDMに記載されている成果の範囲について協議を行い、

船舶検査ガイドライン、すなわちVSISマニュアルのドラフト作成が、本プロジェクトの

成果として達成されるべきものとして双方で再確認された。これは関係機関へのインタビ

ューを通しても常に議題にあがった事項であり、フィリピン政府の重要な課題として共通

に認識されているものと考えられる。

　今回、MARINAと調査団間での協議の結果、本件についてはフィリピン海運の内情を

よく知るMARINAがまず主体的に取り組むべきことであり、MARINAがワーキンググル

ープを運営し、日本人専門家の助言を得ながらドラフト完成をめざすことが合意された。

　(2) プロジェクト後の追加協力について

　フィリピン側から、本プロジェクト後の協力として、既に提出した要請案件について説

明があり、本プロジェクトの成果を定着させ、フィリピンにおける船舶検査を確実かつ有

効に行うために日本側の協力が引き続き必要であるとの意見が出された。

　調査団は、本終了時評価調査の結果、プロジェクトは当初目標を達成すると評価される

ものの、その成果を定着させるための継続的な努力が必要であるという認識を述べた。

　双方でプロジェクト後の課題及び協力の可能性について、技術的な観点から協議した結

果、VSISマニュアルに基づく船舶検査の実施徹底、船舶検査記録システムの維持・活用

及び改善、PCGを巻き込んだ訓練コースの実施による検査官の能力向上といった課題に焦

点をあてた協力の必要性について双方で理解され、調査団としては、継続的な支援の必要

性について日本側関係者に申し伝えることとした。

　(3) 海事関係機関との連携

　実効性があり、かつ厳格な船舶検査を行うためには、船舶検査業務の一部を委任してい

るPCGとの連携をはじめとする船舶検査体制の強化は不可欠である。MARINAはフィリピ

ン海運の発展と安全性向上を担う機関として、フィリピンにおける船舶検査の能力を向上

させるため、現在実施中の「Joint Inspection Team」の強化をめざし、リーダーシップを発

揮し、積極的に取り組む必要がある。特に、本プロジェクトの成果である教材や訓練コー

スをPCGに対しても活用していくことが必要である。
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 (4) 予算の確保 

 本プロジェクトの成果を定着させ、船舶検査官の能力を維持発展させるためには、教材の

更新、訓練コースの実施、船舶検査記録システムの維持・活用を継続的に行う必要があり、

これらに係る予算の確保は不可欠である。 

 一方、最近のフィリピン政府の深刻な財政状況を勘案し、今後協力案件を形成する場合は、

ローカルコストを最小化するような工夫を講じることが推奨される。 

 

５－２ 教 訓 

 (1) 上位目標の設定 

 本プロジェクトの上位目標「船舶検査の不備による海難事故が減少する」は、本プロジェ

クト後も数年間にわたる数多くの課題解決に向けた取り組みがないと達成が困難な目標で

あり、かなり広範囲でやや高いレベルの目標であるように見受けられる。本プロジェクトに

係る上位目標設定時の状況を調査したところ、当時フィリピン側のPCM手法に対する理解度

が、まだ浅い状況で本協力の枠組みづくりをした経緯があり、その結果適正な上位目標の設

定にならなかったと考えられる。 

 したがって、同様のプロジェクトを実施するときは、カウンターパート機関への説明及び

理解を十分に経たうえで開始時に適正な目標を設定することが求められる。 

 

 (2) 短期専門家の投入方法 

 日本側は、船舶検査システムの整備において、同じ短期専門家を複数にわたり派遣し、技

術移転の継続性を高める様努力した。この取り組みにより、専門家の現地事情理解、カウン

ターパートの技術レベル理解が促され、研修内容の検討、レベルの設定など適切かつ効率的

な協力を行うのに貢献した。 

 

 (3) プロジェクトにおける専任従事者の選定 

 プロジェクトをより円滑に、かつ効率的に行うためには、カウンターパートが専任してプロジ

ェクトに従事することが期待される。これにより、日本人専門家とより密接な連携が可能となる。 

 

 (4) 短期専門家投入時の準備期間確保 

 本プロジェクトにおいては、短期専門家の人選に時間がかかり、人選決定から派遣までに

十分な準備期間が確保できず、研修教材の作成等を短期間で行う必要が生じ、短期専門家に

負担がかかった。限られた時間で効率的な技術移転を行うためにも、短期専門家の早期人選

と準備期間の確保が求められる。 



 

 

 

 

 

別 添 資 料 
 
 
 

１．実績表 

２．実施プロセス 

３．活動計画・実績表 

４．評価５項目に基づく評価結果 
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別添資料１．実績表 
 
プロジェクトの要約 指 標 実  績 
＜上位目標＞ 
船舶検査の不備
による海難事故
が減少する。 

沈没、転覆、浸
水による海難事
故が減少する。 

 Comprehensive National Maritime Safety Plan（1996～1998年）による
と、1990年から1995年の海難事故は1,324件となっている。年平均約
220件の海難事故となる。このうち1990年から1993年をみてみると、
年平均245件の海難事故数で人命の喪失は年350人である。また、1994
年から1995年をみてみると、年平均172件の海難事故で人命の喪失は
年161人である。上記1990年から1995年の海難事故1,324件の原因の内
訳はPCGデータによれば、座礁264件、沈没313件、衝突87件、火災88
件、転覆281件、行方不明107件、漂流・推進機関故障184件である。 
 一方、PCGによる近年の海難関係統計は下記のようである。 
      海難隻数  人命の喪失  行方不明者 
 2000年 161隻 186人 111人 
 2001年 169隻 48人 75人 
 2002年 182隻 83人 166人 
 海難事故の減少は、政府の船舶安全に関する政策・政令の施行、
船舶安全検査官の厳正な検査業務、船主・船舶運行者による船舶
の耐航性の確保、船舶運行者の安全管理に対する理解と法の遵守、
船員の知識・技能・規律の向上等が、総合的に機能することによ
って実現するものである。 
 フィリピンの海難事故の約50％が復原性の欠陥がらみに起因し
た浸水、沈没、転覆であることを考えると、船舶安全検査官の検査
技能の向上は海難事故減少に将来的には効果的に働くと思われる。 
 期待されるより長期的で間接的な効果である上位目標の達成の
判定は、プロジェクト終了後更に数年の期間が必要であろう。 

〈プロジェクト目標〉 
MARINAに所属
する船舶検査担
当職員の船舶検
査能力が向上す
る。 

MARINAに所属
する船舶検査担
当職員が訓練を
受講し、自らが
検査を行うに十
分な知識・技能
を修得する。 

 船舶検査能力の向上は、研修において修めた成績からどのくら
い達成できたのか判断できると思われる。 
1. 研修・試験結果 
 船舶検査技術に必要な最新の知識については、３回の研修が
行われ、船舶検査データベースシステム技術については、２回
の研修が行われた。 
 研修はJICA専門家が現在日本で使われている検査技術、最近
の関連国際条約、造船工学の基礎知識をベースに作成した教材
を使い行われた。各研修後に行われた試験結果では平均得点は
80点以上である（付属資料５.「訓練コースにおける試験結果」
を参照）。船舶検査官であるJICA専門家とプロジェクトチームで
作成中の格付けによれば、この得点は“Cクラス、すなわち独
り立ちできる検査官レベル”に相当すると判断される。 
 また、今回終了時評価時に行った受講船舶検査官へのアンケ
ート調査（42通配布、37通回収）においても、74％の回答が“十
分に理解した”とあった。 

2. OJT 
 各研修はOJTを常に絡めるカリキュラムで行われた。よって、
受講者は実機を使用した訓練により、座学での知識の吸収を更
に高めている。 

3. 総括 
 準備された研修教材と訓練コースは、改訂をめざすVSISマニ
ュアルを反映したものであり、この研修で良い成績を修めてい
るということは、適度な知識・技術を身に付けたといえ、船舶
検査能力が向上したといえる。 
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プロジェクトの要約 指 標 実  績 
＜成果１＞ 
フィリピンに適
した船舶検査・
船舶安全ガイド
ラインが整備さ
れる。 

国際条約に準拠
し国内事情を反
映した船舶検査
手順書が作られ
る。 

VSISマニュアル 
 JICA専門家は海運事業者、造修事業者、Maritime Regional Office

の船舶検査官から船舶検査の現況を聴取し、船舶検査業務に係る
問題点を把握した。船舶検査時におけるISM Code、Ship Stability、
Shipbuilding Work、Welding、Ship Safety Management System、Propulsion 

and Machinery、Hull Construction、Piping Work、Electrical Installation、
FRP Construction、Life-Saving Appliance、Fire-Fighting、Navigational 

Equipment、MAEPOL、Closing Appliance、IBC Codeの国際ルールに準
拠したチェックポイントリストを作成した（VSISマニュアル第６
章）。現在はMARINAのワーキンググループがJICA専門家の助言を
得ながら、VSISマニュアル改正案のドラフトを作成中でプロジェ
クト期間中の完成を予定している。 

＜成果２＞ 
船舶検査記録シ
ステムが整備さ
れる。 

船舶検査担当職
員がデータベー
スの維持・活用
の技術を身に付
ける。 

 メインサーバー（データベースサーバー）は本部のManagement 

Information System Office（MISO）に設置・管理されている。プログ
ラムとしては登録船の要目、船舶検査証書、船舶復原性が導入さ
れている。海難事故のプログラムは本プロジェクト期間中に導入
予定である。入力済みデータは約２万3,000隻のMARINA登録船の
要目のみであり、データが既にPCGより供与されている海難事故
を含むその他の項目のデータ入力作業はこれから開始される。
MARINA本部内LANは確立済みで、各地方支局内ではそれぞれの
LANを構築中である。 
 Stability Master装置は13台導入済みであり、各支局で使用できる状
態にある。この装置のデータ入力、計算機能、判定方法、本部メイ
ンサーバーとのインターネット機能の４科目の基礎知識は短期専門
家により、２度にわたり研修済みである｡ 

＜成果３＞ 
船舶検査能力向
上に資する教材
が整備される。 

研修教材の選択
基準、用途、訓
練コースでの活
用度 

 長期専門家と短期専門家の共同作業で５回に分けて行われた各
座学の講義は、６分冊のテキストとして参加受講者全員に渡され
ている。また、これらのすべての教材はMARINAの全Maritime 
Regional Officeにも配布済みである。MARINAにとっては、体系的
にまとまって船舶検査項目を網羅したものは今回が初めてとなる。
これら教材は今後MARINAによる研修に使用されるものである。 
(1) 第一分冊 
・Ship Design (Aspect of Modern Ship, Initial Ship Design, Example of 

Ship Design of Japanese Domestic Ship, Ship Inspectors Course)  

・What IMO is and Ship Building Work (Introduction on IMO, IMO 

Convention, Recent Activity of IMO, Ship Building Work) 

・Engine (Construction Point of survey, Parts of Engine) 

・Stability (Practical Inspection on Stability of Ship, Check Instruction 

and Description on Relevant Document on Stability) 
(2) 第二分冊 
・ Ship Safety Management System (Historical Trend of Safety 

Management System, Introduction of ISM Code, Ship Safety 

Management Principle, Guidance for Safety Management Manual, 

Safety Management Manual Review Procedure, Company Audit 

Procedure, Shipboard Audit Procedure) 
(3) 第三分冊 
・Shipbuilding Work and SOLAS74 Convention (Piping Outfit, Machinery, 

SOLAS Convention, SOLAS2000 Amendment, IMO News in 2001) 
・Steel Hull Construction 
・Auxiliary Machineries and Propulsion System  
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プロジェクトの要約 指 標 実  績 
  (4) 第四分冊 

・Safe Ship Data Base System and Stability (Structure of Safe Ship Data 

Base SYS, Basis of Data Base, Basis of Stability) 

・Material and Welding (Basic Study of Welding, Material of Hull, 

Selecting and Controlling Welding Material, Welding Design and 

Grooves, Welding Supervision, Prevention of Welding Defects, Weld 

Inspection, Weld Tests, Education and Training, Safety and Health 

on Welding Works 

・Ship Safety Management System (General Outlines of Mandatory 

Rules, Regulations and Applicable Codes, Guidelines and Standards) 

(5) 第五分冊 
・MARPOL73/78, IBC Code and ILL Convention, 1966 (IMO Hot 

Topics, MARPOL73/78, Tanker Safety, Carriage of Chemicals by 
Ship, IBC Code, ILL Convention 1966) 

・Electrical Installations (Outline of Ships in Electric Part, Electrical 

Emergency System, PMMRR1977 and SOLAS Regulation, Definition 
and IP Code, Japanese Industrial Standard (JIS), Guidance for 
Classification Survey during Construction (Machinery), Engine 

Room Fire, GMDSS) 
(6) 第六分冊 
・Shipboard Equipment (Construction-Fire Protection Fire Detection, 

Life-Saving Appliances and Arrangements, Radio Communications 

-GMDSS System, Safety of Navigation-Navigation Instruments) 

・HSC Code, 2000 and FRP Ship Special Standard (Outline of HSC 

Code, Fiberglass Reinforcement Plastic Ship Special Standard) 

 Study of Composing ISM System and Plan of Verification, Certificate 

(Composing on ISM System, Verification and Certification, Question 

of System, Certification) 

＜成果４＞ 
船舶検査技術に
係る訓練コース
が整備される。 

訓練コース科目
及び実施回数 

(1) JICA専門家によるグループ研修は３回行われた。 
  1) 第１回 長期専門家２人、短期専門家３人（受講者84人参

加）：2001年３～５月、マニラ、セブ、カガヤン・デ・オロ、
船舶検査制度（船舶の種類、船舶の基本設計）、船舶検査技術
（IMOについて関連する条約）、船舶安全管理システムPart１
（ISM Codeの解説）、船体検査Part１（船舶の復原性）、機関
検査Part１（主機関―推進機関） 

  2) 第２回 長期専門家２人、短期専門家４人（受講者65人参
加）：2001年９～11月、マニラ、セブ、ダバオ、船舶検査記録
（復原性とデータベース）、SOLAS条約と造船（機関）、船舶
安全管理システムPart２（関連条約・規則、工業基準）、船体
検査Part２（鋼船建造）、機関検査Part２（推進用補助機関プ
ロペラ・軸系）、造船関連材料及び溶接、 

  3) 第３回 長期専門家２人、短期専門家４人（受講者61人参
加）：2002年９～11月、マニラ、セブ、ダバオ、船舶検査制度
関連条約（MARPOL,ILLC,IBC）、船舶安全管理システムPart

３（安全管理システム監査の手順）、船体検査Part３電気設備
検査（舶用電気設備及びGMDSS）、SOLAS設備（防火・救命・
無線・航海設備） 

(2) JICA専門家による船舶検査データベースシステム技術につい
ての研修は、２回行われた。 
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プロジェクトの要約 指 標 実  績 
    1) 長期専門家１人、短期専門家１人（受講者41人参加）： 

2002年１～３月、マニラ、セブ、 
  2) 長期専門家１人、短期専門家１人（受講者53人参加）： 

2003年２～３月、マニラ、セブ、カガヤン・デ・オロ 
(3) MARINAによる研修は、検査官研修ではISM/NSM Auditorsの養
成のように必要性が出たところで、随時行われている。MARINA 
Integrated Plan（2003～2004年）によれば、その他海事ルール、
造船関連のセミナー・ワークショップを毎年多数主催してきて
いるので、研修コース開催には実績が多数ある。 

投入の実績  フィリピン側投入 
 カウンターパート配置：プロジェクト期間中プロジェクトマネ

ージャーの下にCore Project Management Group10人の配置。 
 施設：専門家執務室、研修教室（マニラ、セブ、ダバオ）、研修

場所（カガヤン・デ・オロ）、機材保管場所（マニラ、セブ、
ダバオ、カガヤン・デ・オロ、イロイロ、バタンガス）。 

 プロジェクト運営費：2002年2,800万ペソ、2003年2,100万ペソ
〔給与及び福利厚生などはMaritime Safety Office（MSO）全体
予算に含まれる〕 

日本側投入 
 日本人専門家派遣：長期専門家２人が派遣されている。短期専

門家13人の派遣が実施された。2003年６月に短期専門家２人
（船舶安全管理、危険物運搬検査）の派遣予定。 

 機材調達：(1)本邦調達 非破壊検査器具・装置７式、船舶検査
測定器具８台、環境測定器具６式、溶接検査器具
12式、機関精密測定器具６式、国際海事条約・規
則書籍３式、Stability Master13式、データベース
サーバー１式 

      (2)現地調達 研修用視聴覚機材６式、複写機６台、
LCDプロジェクター３式、ビデオカメラ６式、デ
ジタルカメラ４式、パソコン（英語）12台、研修
教室備品１式 

 日本での技術研修：プロジェクト内で５人のカウンターパート
が技術研修に参加。 

 援助総額：約１億8,000万円（うち機材費約4,000万円） 
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別添資料２．実施プロセス 
 
評価項目 調査項目 調査結果 

プロジェクト活

動の進捗状況 

活動は当初計画

どおりに実施さ

れたか 

 別添資料３.「活動計画・実績表」に示されているように、活動

は2000年９月に計画されたとおりおおむね進捗している。 

 第１回研修に本邦調達の機材の遅れがあったが、全般的には影

響は少なかった。OJT用造船所の変更や講師役のフィリピン側職

員の現地への出張取り消しなど、マイナーな問題は起きたが、プ

ロジェクトには影響なかった。 

モニタリングの

実施状況 

モニタリングは

定期的に実施さ

れ反映されたか 

 Core Project Management Groupがモニタリングを行い、適宜長

期専門家との協議を通して、円滑な実施を図っている。長期専門

家も地方出張の折、プロジェクトに対する要望を聞き集めている。 

コミュニケーシ

ョンと共同作業

による問題や困

難への対応状況 

 基本方針（計画）についてはCore Project Management Groupの

会議開催により討議している。具体的個別問題についてはプロジ

ェクトマネージャーと適宜話し合いをし、かつそれだけに任せず、

直接仕事を担当する職員とも連絡を密にし、対処されている。 

専門家とカウン

ターパートとの

関係性 

カウンターパー

トの主体性、積

極性 

 研修開催にあたり、会場を含むすべての準備はカウンターパー

トの業務になる。かなりの時間のかかる作業であるが、カウンタ

ーパートは主体性、積極性をもって問題解決を行っている。ただ

し、急な公務等ではそちらが優先され時間をとられたことがあっ

た。約90名の船舶検査官の約７割の検査官が研修に参加している。 

実施機関のプロ

ジェクトへの参

加度合い 

 船舶安全はMARINAに課せられた重要な任務であるとの基本認

識から、MARINA本部のみならずMaritime Regional Officeを含め本

プロジェクトに十分参加している。 

カウンターパー

ト配置の状況 

 Core Project Management GroupがMARINA長官のSpecial Order 

126-2001（2001年３月15日）により、プロジェクトマネージャー

１人（途中交代により３代目）、Co-Project Manger１人、Assistant 

Project Manager４人、職員４人の構成で設置され、プロジェクト

のフィリピン側の実質的な運営を行っている。 

相手国実施機関

のオーナーシッ

プ 

プロジェクト運

営管理費の配当

状況（外部条件） 

 運営経費についてはMSO予算から準備されている（プロジェク

トに特化した予算配当は算出されていない）。MSOの予算配当は

2001年1,085万1,000ペソ、2002年1,173万ペソ、2003年1,080万

8,000ペソである。 

 プロジェクト運営費は 2002年2,800万ペソ、2003年2,100万ペソ

（給与及び福利厚生などはMSO全体予算に含まれる）である。 
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活
動
計
画
・
実
績
表

                                                実績                 計画  
年 度 ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ 

活動計画                   スケジュール 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
進 捗 備 考 

活活活活    動動動動                                           

1-1 現行の船舶検査ガイドラインの調査を行う。                                      完了  

1-2 海上安全に係る国際条約に準拠する安全基準に対応した船舶
検査ガイドラインの改定案を作成する。 

      
 
                        

 
     継続中  

1-3 船舶検査ガイドラインを制定する。                                      継続中 MARINAが主体となって実施 

1-4 制定されたガイドラインの見直しシステムを確立する。                                      継続中 MARINAが主体となって実施 

2-1 現行の船舶検査の実績及び記録状況の調査を行う。                                      完了  

2-2 2-1の調査結果に基づき船舶検査実績の記録手法を改善する。                                      完了  

3-1 研修内容を吟味する。                                      完了  

3-2 研修用機材を作成する。                                      継続中 全地域事務所に配布 

3-3 指導用（実技を含む）教材（テキスト）を作成する。                                      完了  

4-1 研修計画を策定する。                                      完了  

4-2 訓練コースを実施する。                                      継続中  

4-3 技能修得度評価システム（基準・試験）を策定する。                                      継続中  

活動計画                   スケジュール 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9   

投入（日本側）投入（日本側）投入（日本側）投入（日本側）                                           

(1) 長期専門家                                        

  船舶検査制度指導 36M/M                                      継続中  

  船舶検査技術指導 36M/M                                      継続中  
(2) 短期専門家                                        

  ３人（安全管理、復原性、機関）                                      完了  

  ４人（安全管理、船体構造、溶接構造、機関補機）                                      完了  

  ４人（安全管理、HSC、船舶設備、電気計器）                                      完了  

  ２人（安全管理、危険物船舶運送）                                      予定  

  １人（データベースシステム１）                                      完了  

  １人（データベースシステム２）                                      完了  

  １人（データベースシステム３）                                      予定  

(3) 機材供与                                      完了  

(4) カウンターパート研修                                      完了 合計５名受入れ 

投入（投入（投入（投入（フィリピンフィリピンフィリピンフィリピン側）側）側）側）                                           

(1) 人員配置                                        

  プロジェクトマネージャー                                      継続中 ２度の人事異動あり 

  プロジェクトコーディネーター                                      継続中  

  船舶検査官                                      継続中  

(2) 施設・設備（研修施設・検査施設等）                                      継続中  

(3) プロジェクト運営管理費                                      継続中  
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別添資料４．評価５項目に基づく評価結果 
 
評価項目 調査項目 必要な情報・データ 評価結果 

上位目標は
相手国開発
政策に合致
しているか 

現在のフィリ
ピン政府の社
会基盤整備開
発分野及び海
事行政分野の
開発政策 

「フィリピン中期開発計画」（2001～2004年）（MTPDP） 
 同開発計画の第６章「インフラ開発推進」の運輸部門・海上交通
に、海運分野の更なる発展と、海運部門への民間投資促進が述べら
れている。船舶検査能力向上は、海難事故を減少させ、海上交通の
安全性向上に寄与するものであり、フィリピン政府のインフラ開発
優先課題の１つである海運の拡大を支援するものである。  

「国家総合海上安全計画」（1996～1998年） 
 同計画はExecutive Order 314（1996年３月28日）に従い作成された。
この計画により大統領、DOTC、MARINA、PCG等12省庁の長官、船
舶業者や海事学校の代表者から成る National Maritime Safety 

Coordinating Council（NMSCC）が設置され、各省間で機能的なコー
ディネーションを図り海上安全と海上汚染防止の促進が図られた。 
 MARINAには厳正な検査・証書発行によるフィリピン籍船舶の耐航
性を通し、海上安全の向上に貢献する役割が再確認された。この計
画のアクションプランにより船舶安全基本法（PMMRR1997）が整備
され､フィリピンの船舶安全基本法に位置づけられている。船舶検査
業務の手順書であるVSISマニュアルは、本プロジェクトにおいて、
最新の国際条約とフィリピンの実情を取り入れた改正作業が進行中
である。 

妥当性 

プロジェク
ト目標は相
手国側ニー
ズに合致し
ているか 

海上交通・安
全政策におけ
る 位 置 づ け
（優先度） 

MARINAの船舶検査にかかわる政策 
 (1) MARINAはPresidential Degree（PD）474（1974年６月１日）によ

り、海事産業の振興と発展及び海事産業の規制と監督を目的とし
創設されている。 

 (2) DOTCの改組がExecutive Order 125（1987年１月）とExecutive 
Order 125A（1987年４月）公示され､船舶登録及び関連証書類の発
行や、船舶安全関連法の執行を含むMARINAの所管業務が明文化さ
れている。 

 (3) DOTCのDepartment Order 98-1180（1998年10月）によりフィリ
ピン籍船舶の安全を確保するため､基本的にMARINAを Policy 
Making Agency on Maritime Safety 、 PCG を Implementing and 
Enforcement Agency for Maritime Safety Rules and Regulationsと位置
づけ、MARINAがPCGへ委託する業務の細則と検査手順が指示され
る。  

 (4) MARINA BOARD承認のMemorandum Circular 139（1998年10月）
によりDO98-1180を文書化し公示される。 

 (5) MARINA長官からMC139のImplementing GuidelineとしてAdministrative 

Order 29（1998年11月）が公示され、苦情処理の細目も含む手続
き全般が明文化された。また、MARINAが引き続き発行する以下の
証書が公示される。 

 MARINAは現場での検査業務分担の仕分けでPCGと曲折はあったも
のの、海上交通・安全政策においては発足以来一貫してPD474で設置さ
れ海事にかかわる省庁等で構成されるMaritime Industry Boardを所管
し、法令の審議・承認・通達業務を取り扱い、海上安全にかかわる行
政の中心機関となっている。 
 海上輸送が島嶼国フィリピンにとり、物流と人の移動に極めて重要
な役割を果たしている認識に基づき、船舶の安全を確保する船舶検査
業務の向上にはMARINA庁内においても高い優先度が与えられている。 
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 評価結果 

 国際的取り極
め、IMO規定、 
SOLAS条約等
との関係 

 IMOにおいてグローバルな海上交通安全と海洋汚染防止の観点から、
各種の規定が定められ、また、「海上に於ける人命の安全のための国際条
約（International Convention for the Safety of Life at Sea）」SOLAS等の諸
条約が加盟各国の批准により発効している。フィリピンはIMO加盟国と
して、SOLAS1974、Load Lines 66、Tonnage69、STCW78、MARPOL73/78
の主たる条約を批准してきている。船舶検査官の船舶検査技術向上は、
これら条約への国のコミットメントを果たすために必要であり、フィリ
ピン国内ではMARINAの任務として位置づけられている。 

 

ターゲット
グループ以
外への波及
効果は期待
できるか 

船舶利用者の
範囲（機関、
企業、個人） 

 島嶼国のフィリピンにとって、安全な船舶の供給による海運・水産
の活動の発展は、20万人以上にのぼる船員、船会社職員、漁船員、水
産業者、及び約４万人の造船・修繕業関係者に便益を及ぼし、また、
2001年ベースの記録で船舶による物流は7,500万ｔであり、船舶旅客数
は4,200万人で、安全な船舶に支えられた海運の発展は8,000万人の国
民にとり必要不可欠である。 

プロジェクト
目標の達成度
合い 

1. 船舶検査知識 
 日本で現在使われている検査技術、造船工学の基礎知識、最新の
関連国際条約を基に準備した教材による３回にわたる研修で検査知
識の修得は十分行われたといえる。 

2. 船舶検査技能 
 OJTは座学を補強する位置づけであり、各座学の知識を視覚的に復
習し、また、機材を実際に使用して理論を体感的に修得している。
特に実船上でのOJTは効果が高く、検査現場業務でのポイントは重点
的に修得されたといえる。 

3. 船舶検査データベースシステム技術 
 シリーズ化された２回の研修により船舶検査データベースを構成
するデータベースシステムと復原性の分析・評価を行う“Stability 
Master”に関する知識は習得された。 

4. 総 括 
 準備された研修教材と訓練コースは改正をめざすVSISマニュアル
を反映したものであり、この研修で良い成績を収めているというこ
とは、適度な知識・技術を身に付けたといえ、船舶検査能力が向上
したといえる。 

国際条約に準
拠した安全基
準は取り入れ
られたか 

 最新の関連国際条約を取り入れた船舶安全基本法（PMMRR1997）の
下で運用される船舶検査業務の業務手順書であるVSISマニュアルにつ
いては、第６章の検査チェックポイント等の改正案が準備済みである。
現在MARINA側でワーキンググループを立ち上げ、同マニュアルの見直
しが急がれている。 

有効性 活動を実施
して得られ
た成果によ
り、どの程
度まで 
「MARINAの
人材が船舶
検査に必要
な技術を習
得する」こ
とができた
のか 

船舶検査記録
システムのデ
ータベース化
の進捗度 

 メインサーバー（データベースサーバー）は本部のMISOに設置・管理さ
れている。プログラムは、登録船の要目、船舶検査証書、船舶復原性が
用意できた。海難事故のプログラムは、本プロジェクト終了までに導入
予定である。ちなみに、入力済みデータは、約２万3,000隻のMARINA登
録船の要目のみである。この要目データは既にMARINAで活用されてい
る。海難事故データはPCGから供与を受けており、また、登録各船の検
査記録データは各支局（Maritime Regional Office）に保存されているが、
データ入力はこれから開始される。 
 MARINA本部内LANは確立済みでメインサーバーも接続され、ここで
利用されている。各地方支局内ではそれぞれLANを構築中である。 
 復原性の問題はプロジェクト開始後海難事故の解析からその重要性が
浮かび上がり、海難事故解決の第一歩として“Stability Master”の導入まで進
んだことは評価される。なお、これに必要な船舶復原性プログラム“Stability 
Master”装置は13台導入済みであり、各支局で使用できる状態にある。 
 短期専門家により”Stability Master”のデータ入力、計算機能、判定方
法、本部メインサーバーとのインターネット機能の４科目の基礎知識
は技術移転済みである。 
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 評価結果 

研修教材の選
択基準、用途、
訓練コースで
の活用度 

 各分野の専門家により、日本で使われている船舶検査技術、最新の
関連国際条約、造船工学の基礎知識を基に研修教材は準備され、各コ
ースの座学とOJTで使用された。OJTにおいては、視覚教材や計測機材
が併用して使われた。復原性関連の研修では実際に各種試験を実船上
で行い、生のデータ取りの研修を交え研修効果を更に高めた。 

  

MARINA 内 で
定期的に研修
が実施されて
いるか 
（時期・回数） 

 現在、MARINA内では定期的に研修は行われていない。Core Project 
Management Groupにより、新しい規則の講習等の必要性が発生したと
きに随時行われている。 

成果の達成度
合いの適正度 

最新の知識：知識の移転としては船舶検査制度、船舶検査技術、船舶
安全管理システム、検査技術（船体）、検査技術（機関）、検査技術
（材料及び溶接）、検査技術（電気設備）、検査技術（SOLAS設備）、
検査技術（データベースシステム技術）が行われた。船舶検査に必
要な科目を体系的にすべて網羅している。２人の長期専門家と述べ
13人の短期専門家が座学講師とOJTインストラクターの二役を務め、
効率よく科目内容の伝達はできたといえる。 

OJT：各研修科目において、実際の検査業務上ポイントとなるところを
視覚教材や計測機器の実技指導で復習を行ったことから、更に研修
効果向上に役立ったといえる。 

達成度の概要：研修後に行った試験結果は２、３の例外はあるが80点
台と高い平均点を示しており、今回のアンケート調査でも「十分な
理解」を示す回答が70％以上あるように適正な成果が得られたとい
える。約90人の検査官のうち約７割の検査官が３回研修を受けてお
り、高い効率といえる。準備された教材は改正をめざす最新の船舶
安全ガイドラインを反映したものであり、適切な知識・技術を習得
したといえる。 

投入（人材、
資機材、資金
等）の活用度 

 投入された人材、資機材はプロジェクト活動実施のために十分に活
用されたといえる。計画実施のなかで、専門家派遣、機材調達の時期
についてマイナーな修正が必要な場合があったが、全般的には適正で
あったといえる。 

投入のタイミ
ングの適正度 

人材：カウンターパートは適正に配置された。短期専門家は指名から
派遣までの期間が短く、研修資料準備に時間的制約の問題が出た。
船舶検査データベースシステム技術担当の短期専門家派遣について
は、日本側は同じ専門家の派遣に努力したため、短期でありながら
も専門家はカウンターパートとのコミュニケーションも良く、効率
的な技術移転が実現した。 

機材：第１回研修に本邦調達機材が間に合わなかったが､以後は全般に
適切な供与が行われた。携行機材は一部年度を繰り上げた購入があ
り、活動に貢献した。データベースや“Stability Master”も予定より
早く2001年４月に納入され、活動に有利となった。 

経費配当：第２回研修時フィリピン側予算の都合でダバオ造船所での
OJTがなくなったが、その他おおむね適切に配当された。 

日本での技術研修：３回合計５人のカウンターパートの日本における
研修は、プロジェクト予算内の受入研修で実施され、技術開発の効
率化に寄与した。 

効率性 投入された
資源量に見
合った成果
が達成され
たか 

カウンターパ
ートを含むプ
ロジェクト運
営スタッフの
定着度 
（外部条件） 

 Core Project Management Group内では、プロジェクトマネージャーが
３回異動で交代したがすぐに新しいプロジェクトマネージャーが配置
され、引き継ぎ事務もスムーズに行われた。MARINAの職員定着は安定
しており、MSO内での異動はあるがプロジェクト実施において、得に
問題はない。 
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 評価結果 

上位目標達成
の見込み 

 船舶の海難事故は、急激な天候異変のような不可抗力によるものを
除くと、人的なエラーが大きな原因となり、ひとつには乗組員サイド
の不注意による、衝突、座礁などの事故であり、ふたつには復原性の
不足を含む規則違反の建造・改造から起こる浸水、沈没、転覆等の事
故である。フィリピンの場合、後者が50％近くを占めているのが現状
であることから、引き続き復原性の検査を中心に船舶検査技術習得の
継続と、改善された船舶検査記録システム運用を維持すれば、上位目
標の達成の一助となるであろう。 
 海難事故の原因の特定化は、複雑で困難な背景が多いことから、数
年で達成度を判断するには、上位目標の設定が高すぎたともいえる｡   
 政策面では、フィリピン中期開発計画（2001～2004年）で述べられ
ている海運の振興と海上交通安全政策が継続し、MARINAがこの政策に
基づき船舶検査官の検査技術向上の活動を今後も続けていくことが重
要である。 

船舶利用者の
範囲（利用す
る機関、企業、
個人） 

 フィリピンは、多くの島から構成されているという地理的特徴から、
国家の経済的発展は海運に依存するところが大きく、輸送の約95％は
海上輸送に依存している。安全な船舶の供給による海運・水産の活動
は、20万人以上にのぼる船員、船会社職員、漁船員、水産業者、及び
約４万人の造船・修繕業関係者に便益を及ぼし、また、海運・水産業
の発展による物流の安定化は、8,000万人の国民に必要不可欠である。 
 船舶検査官の技術向上による適切な船舶検査は不良船を海運市場か
ら撤退させ、十分な耐航性をもつ船舶への変換を促進する。 

インパク
ト 

プロジェク
ト実施によ
り間接的な
波及効果は
あるか 

技術的側面で
のプロジェク
ト内での予期
されなかった
負の効果の有
無 

 予期されなかった大きな不都合は特にない。 

相手国政策
に基づく該
当分野とプ
ロジェクト
への支援の
継続性 

フィリピンは
社会基盤整備
開発政策のな
かで今後も同
分 野 を 支 援
（戦略及び予
算配当）する
方針にあるの
か（外部条件） 

 従来、島嶼国であるフィリピンでは海運振興がインフラ整備重点政
策のひとつであり、船舶検査体制の確立は、海上交通安全の見地から
大きくこのインフラ整備に寄与すると考えられている。この国家政策
の一環として、MARINAの船舶検査技術の向上は、優先度の高い計画で
ある。MARINA自身も、所管する業務のうち重要度の高い職務との認識
は極めて高い。 

自立発展
性 

実施機関の
組織運営能
力の有無 

教材のアップ
デート及び維
持管理・更新
を含む研修運
営のための予
算配当は可能
か 

MARINA内の船舶検査技術向上計画への予算 
 本計画に特化した予算はなく、MSO内予算でプロジェクト運営費
は準備されている。National Government Policyによる2003～2005年
のMARINA（MSO）への予算配分計画は各年187,677,000 (MSO 
10,808,000)ペソとなっている。なお、メインサーバーの維持管理は
MISOの予算で行われている。フィリピンの財政事情は厳しい状況に
あり、MARINAへの予算配分に若干影響を及ぼすことも考えられる
が、MARINAにおける本分野の重要性を勘案すれば、プロジェクト運
営に支障を来すような大きな変動はないものと期待される。 
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評価項目 調査項目 必要な情報・データ 評価結果 

 プロジェクト
終了後に（技
術 協 力 な し
で）上位目標
の達成が可能
であるか 

 技術面では、MARINAの船舶検査官は研修コースにおいて基礎的な知
識・技術を習得したが、更に実務経験を豊富に積んでいくことが必要
である。 
 政策面では、国家計画における海運の振興と安全性を支援する船舶
検査の重要性を引き続き確認していくことが必要である。MARINAはこ
の政策に沿った活動を進めていくため、独自の検査官研修の実施が求
められる。厳格な検査業務の継続のためにはその一部を代行させてい
るPCG船舶検査官への知識・技術移転が必要であり、また、実際の検
査業務でPCGと連携を広げていかねばならず、それに向けた取り組み
が今後必要であろう。MARINA、PCG、フィリピン港湾公社（PPA）で
構成される「Joint Inspection Team」で主導低名役割を担うことが期待
される。 
 組織面では現在のCore Project Management Groupを強化し、専任職員
が配置されることが望まれる。 
 よって、上位目標達成のためには、更に上記分野における努力が必
要である。 

制定された船
舶検査ガイド
ラインの見直
しシステムは
確立されてい
るか 

 海事法令関連の公式な通達はMARINA内の承認を経てMemorandum 
Circularとして発令される。 
 ガイドラインの見直しシステムの運用については、現在VSISマニュ
アルの見直し作業をしているワーキンググループが将来の見直しにつ
いても引き続き取り組むことが求められる。 

船舶検査記録
のオンライン
データプログ
ラムは維持で
きるか 

 船舶要目、検査記録、海難事故記録、復原性のデータを収めるメイ
ンサーバーはMARINAのMISOに設置されており、研修も済んでいるこ
とから技術的には運用できる体制ができている。メインサーバーを含
むシステムの維持管理は、MISOのSE・プログラマーが行う体制になっ
ている。ただし、登録船の要目を除くデータの入力作業があり、今後
それらデータの入力と本システムの活用が望まれる。 

MARINA の 船
舶検査担当職
員の知識、検
査の能力レベ
ルは現在どの
程度か（プロ
ジェクト開始
前との比較） 

プロジェクト開始前のMARINAの検査官のレベル 
 (1) 国際条約の安全基準の取り入れが十分でない 
 (2) 船舶検査情報管理の欠如 
 (3) 図面承認等に求められる検査官自身の技術力 
現在はどの程度レベルアップしたか 
 本プロジェクト開始時にみられた問題点は、研修を通して改善さ
れた。ただし、今後改正される新しい規則に対応した研修はMARINA

により継続して実施される必要がある。 

移転した技
術の定着度
と普及の仕
組み 

研修計画の今
後の更新方針 

 本プロジェクトにより整備された教材、機材、訓練コースを活用し
た研修が行える準備ができたといえる。 
 今後はHuman Development Resources Division（HRD）と共同で研修科
目と講義内容の検討を進める方針である。 

社会的配慮 社会文化への
配慮が不十分
であったため
起きた予期し
なかった不都
合はあるか 

 本プロジェクトによる現地の社会文化・人々への不都合は特にない。 

 

その他、自
立発展性を
阻害する要
因 

職員の定着見
込みはどうか 

 MARINAの職員はおおむね定着しており問題はない。船舶検査官も退
職は極めて少ない。 
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